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(1) The development of industrial relations systems: Some implications of Japanese experience, P., 





































































(3) S. Harada, Labor Conditions in Japan, N. Y. , 1928, p.271-272. 
(4) マルクス『資本論』第23巻， 728-744ページ参照。
(5) アー・ぺトロフ『日本のプロレタリアート~， 1927年， 69-78ページ;『日本の労働者はいかに生活している

































たために) í本工」は不況においても職を失うことはなかった。「臨時工j ， í 日雇j ， í社外工j ，
が存在していたのだ。臨時工とは(普通半年を越えることのない)一定期間だけ契約がおこな
われた労働者であり，日雇とは一日ごとに契約が結ぼれた。また社外工とは(大企業の影響下

































し， 1955~73年の経済成長の最も重要な要因の 1 つとなったのである。そしてその結果，日本
は，資本主義世界の第 2 の工業強国，帝国主義諸国間競争の中心地の 1 つ，となった。
日本が第 2 次大戦において敗北したことは日本の労働者の革命的気運と民主的要求の著しい































2 働組合の下位組織のかなりの部分が産業別連合体に加入し ーが4 つのナショナル・センター, 3 
l乙加入しているにもかかわらず，下位組織は，労働契約の締結，労働紛争の解決，管理者との
(8) ~現代の日本.11， 1973年， 761ページ。
(9) Labour Unions and Labour Managem巴nt Relations. 一一一Japanese 1 ndustrial Relations Series 
2 , 1974, pp. 34~37. 





























は， (その要素の 1 つである)年功賃金制が賃金総額に本質的な節約をもたらした。表 1 と
表 2 は乙の乙とを確認している。
表 1 から， 1955年から 1970年にかけて15~30歳の労働力が41. 3%から33.7%へと推移し， 30 
~39歳のそれが20.4%から 23. 7%へ， 40~60歳のそれが30.2%から33.3%へと推移しているこ
とがわかる。かくして，その構造では，若い労働者と中年の労働者が優勢を占めており，高年
齢の労働者の割合が相対的に低い。 1970年には， (40~54歳の)最も高い賃金を支払われてい




* 表 1 労働力の年齢構造 (1955年.....，1981 年) :% 
年令 1955年 1965年 1970年 1970年 1975年 1980年 1981年
15~19 11. 0 8.5 6.0 6.0 3. 1 2.5 2.5 
20~24 16.3 14.6 15.5 15.5 12.1 9.6 9.6 
25~29 14.0 12.5 12.2 12.5 12.5 11. 7 11. 0 
30~34 11.7 12.4 13. 7 14.4 
20.4 24. 7 23. 7 
35~39 12.3 12.1 12.8 12.1 
40~54 17.6 17.7 20.2 27.4 31. 3 33.6 33.9 
55~60 12.6 13.4 13.1 10.1 10.4 11.1 1. 4 
65以上 8.1 8.6 9.3 4.5 4.6 5.0 5.1 
* r労働統計要覧J ， 1970年， 36ページ;同， 1972年， 36ページ;同， 1973 
年， 36ページ;同， 1982年， 24ページから作成。 70年の終りから『労
働統計要覧』は新しい年齢別分類を採用した。 1955年， 1965年，





年齢 1960年 1965年 1970年 1975年 1978年 1979年 1980年
1織まで 43..9 61. 8 68.4 68.8 68.8 70.0 64.5 
18~19 73.3 77.3 81. 2 82.5 81. 7 81. 7 81. 7 
20~24 100. 。 100. 。 100. 。 100. 。 100.0 100. 。 100. 。
25~29 142.8 130.0 130.2 124. 7 128.3 127.9 127.2 
30~34 180.6 156.4 155.6 151. 9 156.9 155.4 154.3 
35~39 226.0 174, 5 171.3 169.9 178.0 178.3 176.7 
40~44 179.0 190.0 189.9 187.1 
286.7 197.3 187.0 
45~49 185.7 192.5 192.4 189.9 
50~54 189.6 191. 2 190.1 185.5 
280.0 193.6 181. 9 
55~59 163.1 166.2 165.1 158.8 
6骨齢以k 232.6 141. 8 127.5 128.1 132.2 131.1 122.9 






表 2 からわかるように， 1960~70年には， (40~59歳の)高年齢労働者の平均賃金は30歳未




















? ? ? ? ?
足不力働労
労働力過剰 O
1955 1958 1961 1964 1967 1970 1973 1976 1979 年
働力不足は著しいものがあり，ある時期には 200 万人叫達していfj! 乙れが低い失業率の維
持を促進したのであり，上述の時期の失業率は 1%を越えた乙とがなかっ fj!
(12) r労働統計要覧.!I， 1973年， 51ページ， <日本統計月報}， 1980年， 12月号， 141ページ。
(13) Ð"労働白書.1， 1971年， 25ページ。
















第 2 節 1970年から80年代初めにかけての労務慣行システムの近代化
1970年代は日本経済にとって重大な試練の年となった。 1974年の初めに深刻な経済危機が日
本を襲い、， 1955年以来はじめてGNP と国民所得が絶対的に低落した。特に工業は大きな打撃
をうけ， 1974年の工業生産は1973年と比べると 9.2%低下し， 1975年のそれは1974年と比べて
3.2 %低下しfp(危機以前の状況に戻ったのは1977年で、ある)。経済』情勢の悪化によって，多数
の倒産が生じた。 1974年には11631社が倒産したが， 1975年にはそれが12606社となり， 1976年
には15641社となう d! 中小企業がその大部分を占めたが，倒産の波は大企業にも及んだ(例
えば， (安宅〉がその一例である)。生産の縮小と多数の倒産は産業予備軍を本質的に増大させ
た。公式資料によると，失業者総数は1974年には73万人であったが， 1975年には 100 万人に増
えてい df しかし組合の資料はれば，失業者数はもっと多数である。なぜならば，公式統計
は 1 週間に 1 時間でも働いたならばそれらの人々を失業者とみなしていないからである。





(15) 11'経済要覧ゎ 1977年， 141ぺージ。
(16) Japan Economic Yearbook, 1977, p.171. 
(17) r労働統計要覧J ， 1977年， 10ページ。


































(19) r労働統計要覧Jj， 1982年， 34ページ。
側{日本経済センター会報)， 1979, No.355 , 22ページ o







日本の学校には 4 つの段階がある。 6 ヵ年の小学校， 3 ヵ年の中学校， 3 ヵ年の高等学校。













* 表 3 日本の独立生計者の年齢別動向
年 15歳まで 15-19歳 20-29歳 30-39歳 40-54歳 55-59歳 60-64歳
1955 100.0 14.6 26.9 19.0 2. 1 5.4 4.3 
1960 100.0 14.4 25.3 20.8 21. 4 5.6 4.4 
1965 100.0 14.8 23.9 21. 5 21.2 5.5 4.6 
1970 100.0 11. 0 25.0 21. 0 22.9 5. 7 4. 7 
1975 100.0 9.4 23.5 20.9 25.2 5.6 5.0 
1980 100.0 9.2 19.0 22.4 26.4 6.3 5.0 
1985* * 100. 。 9.5 17.0 21. 0 26.8 7.4 5. 7 
1990* * 100.0 9.9 16. 1 16.8 27.8 7.8 6. 7 
1995* * 100.0 8.9 18.0 15.4 27.1 7.6 7.1 
* Ir活用労働統計jJ， 1981年， 122ページから作成。
** 予想。
仰〈東洋経済}， 1977年， No.4012, 57ページ。
間 『日本統計年鑑.1， 1961年， 457ページ， r同.1， 1964年， 461ページ;『同.1， 1965年， 517ぺーツ。
凶〈エコノミスト}， 1977年， 55巻33号， 10ページ。













表からもわかるように， 1955年には， 15~29歳の年齢層が独立生計者の41. 5%であり， 40歳
以上が39.5%である。 1965年にはこれらの指標がそれぞれ38.7% と 39.8%であり， 1980年には
28.2% と 49.4%になっている。現在の予想によれば， 1995年にはその数字が26.9% と 57.7%に
なるであろう(高齢化傾向は2025年まで続くのではないかL
労働力構造にもそれなりの変化が生じてきた。 1970年には15~29歳の労働者の割合が34.0%







占めていた。 1 ヵ年でそれが 2 万 5 千単位で、増加した乙ともあっ d!
と同時に，今日ではロボット技術の導入のもとで生きた労働が大量に駆遂されている事実に
も注目すべきである。例えば， 1980年に， {富士通ファナック〉社は多品種少量生産をおこな
















位。The Japan Times, 1982, January, 14. 
(27! <海外情報通報)， 1981年， 5 月 12 日.












































所 定 内 賃 金
年 全体 基 本 給 所定外
全体 手 当 賃金
属人給 総合給 仕事給
1967 100.0 88.0 7.0 56.5 9.5 15.0 12.0 
1969 100. 。 87.4 14.2 46.4 11. 2 15.6 12.6 
1971 100.0 89.8 13.8 36. 7 24.5 14.8 10.2 
1973 100. 。 88.6 20.5 32.8 20.5 14.8 11. 4 
1975 100. 。 91. 8 17.0 32.5 27.6 14. 7 8.2 
1977 100. 。 90.8 15.2 32.1 29.4 14.5 9.2 
* Ii労働統計要覧JJ ， 1969年， 160ページ;同， 1973年， 168ページ;同，








基本給には 3 つの構成要素がある。 (1)年齢と勤続年数に対応して決められた，「属人給J ， (2) 
属人的要素と仕事的要素を総合勘案して決められた，「総合給J ， (3)職務評価を基礎として決め
られた，「職務給J あるいは「仕事給J。基本給に占める伝統的部分(すなわち，「属人給」と
「総合給J) の割合は， 1967年から 1977年にかけて，月間賃金の63.τ%から47.3%へと減少し
た一一特に，「総合給」の割合が急速に下がっているーーが，近代的な部分(すなわち，「職務




































(30) ヴェ・フルィノフ「日本の温情主義的賃金制度の危機J-(世界経済と国際関係}， 1978年， No. 2 , 75~76 
ページ。



























労働者の名目賃金が，彼の計算によれば， 1961年から 1976年にかけて 8 倍上昇し， 32歳のそれ
が 5.7 倍上昇し， 45歳のそれが 4.4 倍上昇上昇したために，年齢間賃金格差はまもなく消滅す
るであろう，と考えてい d! 〔小林謙一はJ ，国際比較を基礎として，高年齢層と若年層の賃金




(32) Japan Economic Journal, 1978, No.790, p.20. 
(3) Japan Economic Journal, 1978, No.792, p. 6. 

































(35) <エコノミスト)， 1980年， No. lO, 85ページ。
。。例えば，ヴェ・フルィノフ「日本の温』情主義的賃金制度の危機J; テー・カリヤキナ，ヴェ・フルィノフ「労
働と労使関係領域における国家と独占体の政策」一一〈世界経済と国際関係)， 1983年， No.1 を参照。
(3わThe Japan Economic Journal , 1978, No.798, p.28. 




























































































乙の活動の 2 つの基本的方向を区別すべきであろう。 QC活動と ZD活動がそれである。
QC活動は1962年にはじまりすぐに幅広い規模へと発達した。「高品質の商品のみを生産す
る」という原則が， 1960年にそして特に(国内市場だけではなく国際市場においても競争が激





プの数は， 1965年から 1980年にかけて， 4930から 115245へと増加し，それに参加する労働者の
人数も 70920人から 1， 062， 759人へと増加し出かくし丈，乙のク。ルーフ。は，平均して， 9 ~10 
人から成る。これらの労働者は， (たとえ少額であろうとも)金銭的プレミアムを含めた，奨
励によって，「義務」惑を育成され，乙れが彼らをして同僚の仕事を統制するように鼓舞して
(1) The development of industrial relations systems: Some implications of Japanese experience. P., 











rQC サーク jレ」の存在は経営者此って極めて有益である。全サークルの約t (29 協)
は経済的には全く刺戟されておらず，残りも，実質的というよりはむしろ名目的に，刺戟され
ているにすぎない。 rQCj 活動への平均支出額は， 1980年には， 1 人当り約 1 万円であり，
(このわずかな額から) 1 人当り 3465円が奨励に割りあてられている。これは 1 ヵ月の平均賃
金の 2%弱である。この活動の経済効果は， 1985年には， 1 ヵ年で 1 人当り 148， 837 円であっ
出従って，この領域の投資効果は 14 90 %であり，成果は全体で1580億円に達している。




生産効率向上をめざした議論が(少なくとも 1 カ月に 2 回)お乙なわれる。多数の合理化提案
をおこなったグループが，「優秀」として，みなされる。乙のようなク守ループは表彰され，特
別な場合には，金一封が与えられる。しかし，その額は，会社が得た巨大な利益と比べると，
ごくわずかである。例えば，この制度を導入した〈日本電気〉では， 1965~67年だけでも， rZ 





ソヒ、、エトの経済学者イエ・スタロヴォイトフ (E. A. CTapOBO誼TOB) の評価に従えば，日本の巨
大金属会社はこの活動の組織化に約 7 億円支出したが，その経済的効果は 400 億円に達し Tit:
かくして，投資効果は5600%である。
(2) ヴェ・フルィノフ『科学技術革命下の日本の労働者階級~， 1978年， 112ページ。
(3) J apan Labor Bu!letin, 1982, vol. 21 , No. 1 , p. 6. 
(4) Ibid. 
(5) 辻岡靖仁『現代の合理化~， 1967年， 114ページ。
































質問に対する「は~ "'I J あるいは r~可いえ」という回答だけではなく具体的な提案も，しばしば，
要求されている。このような(いわゆる匿名の)アンケートは，普通，専門家の子で，電算機
を用いて，処理される。それらの結果は(資本にとって)最も価値ある提案をとりだし採用し





営」に転じた) 1973年頃から特に急速に普及しはじめた。 1 社当りの( 1 カ年の)提案数は，





























(9) Japan Labor Bulletin, 1982, vol. 21, No. 1 , pp. 6 ~ 8. 



































(1) Irくたばれノ 生産性運動'.1， 1978年， 15ぺーツ。





























(13) 小林茂『ソニーは人を生かすわ 1978年， 10ぺーツ。
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(16) News observer, 1980, Oct.20. 










えば， (基底的な生産単位のメンバーに対して毎朝仕事の前に訓示や伝達をするだけの) 5 分






















(18) K. Odaka, Toward Industrial Democracy, p.187. 
(19) Ibid. 
(20) 1 bid. 




































側 『労働統計調査月報J ， 1985年， No.5 , 3 ページ。
-97-
